
○指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準  

(平成十二年二月十日)  

(厚生省告示第十九号) 

介護保険法(平成九年法律第百二十三号)第四十一条第四項及び第五十三条第二項の規定

に基づき、指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準を次のように定め、平

成十二年四月一日から適用する。 

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準 

一 指定居宅サービスに要する費用の額は、別表指定居宅サービス介護給付費単位数表に

より算定するものとする。 

二 指定居宅サービスに要する費用(別表中短期入所療養介護に係る緊急時施設療養費(特

定治療に係るものに限る。)及び特別療養費並びに特定診療費として算定される費用を

除く。)の額は、別に厚生労働大臣が定める一単位の単価に別表に定める単位数を乗じ

て算定するものとする。 

三 前二号の規定により指定居宅サービスに要する費用の額を算定した場合において、そ

の額に一円未満の端数があるときは、その端数金額は切り捨てて計算するものとする。 

(平一二厚告四八九・平二〇厚労告二六二・一部改正) 

別表 

(平 27厚労告 74・全改、平 27厚労告 103・平 28厚労告 139・平 29厚労告 60・

平 30厚労告 78・平 30厚労告 180・平 31厚労告 101・令 3厚労告 73・令 4厚労

告 128・令 4厚労告 161・令 5厚労告 125・令 5厚労告 167・令 6厚労告 86・一

部改正) 

指定居宅サービス介護給付費単位数表 

4 訪問リハビリテーション費 

イ 訪問リハビリテーション費(1回につき) 308単位 

注 

1 通院が困難な利用者に対して、指定訪問リハビリテーション事業所の理学療法

士、作業療法士又は言語聴覚士が、計画的な医学的管理を行っている当該事業

所の医師の指示に基づき、指定訪問リハビリテーションを行った場合は、所定

単位数を算定する。なお、指定訪問リハビリテーション事業所の理学療法士、

作業療法士又は言語聴覚士が、当該指定訪問リハビリテーション事業所の医師

が診療を行っていない利用者であって、別に厚生労働大臣が定める基準に適合

するものに対して指定訪問リハビリテーションを行った場合は、注 14の規定に

かかわらず、所定単位数を算定する。 

2 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、高齢者虐待防止措置未実

施減算として、所定単位数の 100分の 1に相当する単位数を所定単位数から減

算する。 



3 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、業務継続計画未策定減算

として、所定単位数の 100分の 1に相当する単位数を所定単位数から減算す

る。 

4 指定訪問リハビリテーション事業所の所在する建物と同一の敷地内若しくは隣

接する敷地内の建物若しくは指定訪問リハビリテーション事業所と同一の建物

(以下この注において「同一敷地内建物等」という。)に居住する利用者(指定訪

問リハビリテーション事業所における 1月当たりの利用者が同一敷地内建物等

に 50人以上居住する建物に居住する利用者を除く。)又は指定訪問リハビリテ

ーション事業所における 1月当たりの利用者が同一の建物に 20人以上居住する

建物(同一敷地内建物等を除く。)に居住する利用者に対して、指定訪問リハビ

リテーションを行った場合は、1回につき所定単位数の 100分の 90に相当する

単位数を算定し、指定訪問リハビリテーション事業所における 1月当たりの利

用者が同一敷地内建物等に 50人以上居住する建物に居住する利用者に対して、

指定訪問リハビリテーションを行った場合は、1回につき所定単位数の 100分の

85に相当する単位数を算定する。 

5 別に厚生労働大臣が定める地域に所在し、かつ、電子情報処理組織を使用する

方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った

指定訪問リハビリテーション事業所(その一部として使用される事務所が当該地

域に所在しない場合は、当該事務所を除く。)又はその一部として使用される事

務所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が指定訪問リハビリテーション

を行った場合は、特別地域訪問リハビリテーション加算として、1回につき所定

単位数の 100分の 15に相当する単位数を所定単位数に加算する。 

6 別に厚生労働大臣が定める地域に所在し、かつ、別に厚生労働大臣が定める施

設基準に適合するものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、都道

府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定訪問リハビリ

テーション事業所(その一部として使用される事務所が当該地域に所在しない場

合は、当該事務所を除く。)又はその一部として使用される事務所の理学療法

士、作業療法士又は言語聴覚士が指定訪問リハビリテーションを行った場合

は、1回につき所定単位数の 100分の 10に相当する単位数を所定単位数に加算

する。 

7 指定訪問リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士

が、別に厚生労働大臣が定める地域に居住している利用者に対して、通常の事

業の実施地域(指定居宅サービス基準第 82条第 5号に規定する通常の事業の実

施地域をいう。)を越えて、指定訪問リハビリテーションを行った場合は、1回

につき所定単位数の 100分の 5に相当する単位数を所定単位数に加算する。 



8 利用者に対して、リハビリテーションを必要とする状態の原因となった疾患の

治療のために入院若しくは入所した病院、診療所若しくは介護保険施設から退

院若しくは退所した日(以下「退院(所)日」という。)又は法第 19条第 1項に規

定する要介護認定(以下「要介護認定」という。)の効力が生じた日(当該利用者

が新たに要介護認定を受けた者である場合に限る。以下「認定日」という。)か

ら起算して 3月以内の期間に、リハビリテーションを集中的に行った場合は、

短期集中リハビリテーション実施加算として、1日につき 200単位を所定単位数

に加算する。 

9 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織

を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届

出を行った指定訪問リハビリテーション事業所の医師、理学療法士、作業療法

士、言語聴覚士その他の職種の者が共同し、継続的にリハビリテーションの質

を管理した場合は、リハビリテーションマネジメント加算として、次に掲げる

区分に応じ、1月につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次

に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の

加算は算定しない。さらに、訪問リハビリテーション計画について、指定訪問

リハビリテーション事業所の医師が利用者又はその家族に対して説明し、利用

者の同意を得た場合、1月につき 270単位を加算する。 

(1) リハビリテーションマネジメント加算(イ) 180単位 

(2) リハビリテーションマネジメント加算(ロ) 213単位 

10 認知症であると医師が判断した者であって、リハビリテーションによって生活

機能の改善が見込まれると判断されたものに対して、医師又は医師の指示を受

けた理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士が、その退院(所)日又は訪問

開始日から起算して 3月以内の期間に、リハビリテーションを集中的に行った

場合に、認知症短期集中リハビリテーション実施加算として、1週に 2日を限度

として、1日につき 240単位を所定単位数に加算する。ただし、注 8を算定して

いる場合は、算定しない。 

11 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織

を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届

出を行った指定訪問リハビリテーション事業所の従業者が、口腔
くう

の健康状態の

評価を実施した場合において、利用者の同意を得て、歯科医療機関及び介護支

援専門員に対し、当該評価の結果の情報提供を行ったときは、口腔
くう

連携強化加

算として、1月に 1回に限り 50単位を所定単位数に加算する。 



12 指定訪問リハビリテーションを利用しようとする者の主治の医師(介護老人保

健施設及び介護医療院の医師を除く。)が、当該者が急性増悪等により一時的に

頻回の訪問リハビリテーションを行う必要がある旨の特別の指示を行った場合

は、その指示の日から 14日間に限って、訪問リハビリテーション費は算定しな

い。 

13 利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護若しくは特定施設入居者生活介

護又は認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護若しく

は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を受けている間は、訪問リハビ

リテーション費は、算定しない。 

14 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している指定訪問リハビリテーション事

業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、当該指定訪問リハビリテー

ション事業所の医師が診療を行っていない利用者に対して、指定訪問リハビリ

テーションを行った場合は、1回につき 50単位を所定単位数から減算する。 

ロ 退院時共同指導加算 600単位 

注 病院又は診療所に入院中の者が退院するに当たり、指定訪問リハビリテーション

事業所の医師又は理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士が、退院前カンファ

レンスに参加し、退院時共同指導(病院又は診療所の主治の医師、理学療法士、作

業療法士、言語聴覚士その他の従業者との間で当該者の状況等に関する情報を相互

に共有した上で、当該者又はその家族に対して、在宅でのリハビリテーションに必

要な指導を共同して行い、その内容を在宅での訪問リハビリテーション計画に反映

させることをいう。)を行った後に、当該者に対する初回の指定訪問リハビリテー

ションを行った場合に、当該退院につき 1回に限り、所定単位数を加算する。 

ハ 移行支援加算 17単位 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を

使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行

った指定訪問リハビリテーション事業所が、リハビリテーションを行い、利用者の

指定通所介護事業所(指定居宅サービス基準第 93条第 1項に規定する指定通所介護

事業所をいう。以下同じ。)等への移行等を支援した場合は、移行支援加算とし

て、評価対象期間(別に厚生労働大臣が定める期間をいう。)の末日が属する年度の

次の年度内に限り、1日につき所定単位数を加算する。 

ニ サービス提供体制強化加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を

使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行

った指定訪問リハビリテーション事業所が、利用者に対し、指定訪問リハビリテー

ションを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、1回につき次に掲げる所定



単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合におい

ては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

(1) サービス提供体制強化加算(Ⅰ) 6単位 

(2) サービス提供体制強化加算(Ⅱ) 3単位 

 


